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「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（ポイント）

〇 地震・津波被災地域は、復興・創生期間後５年間において、国と被災地方公共団体が協力して残された事業に
全力を挙げて取り組むことにより、復興事業が役割を全うすることを目指す。
※ 心のケア等の被災者支援及び子どもに対する支援について、復興・創生期間後５年以内に終了しないものについては、事業

の進捗に応じた支援のあり方を検討し、適切に対応

〇 原子力災害被災地域は、中長期的な対応が必要であり、引き続き国が前面に立って取り組む。当面10年間、本
格的な復興・再生に向けた取組を行う。なお、５年目に事業全体のあり方を見直し。

〇 復興庁の設置期間を10年間延長（５年目に組織のあり方を見直し）
〇 内閣直属、内閣総理大臣を主任の大臣とし復興大臣を設置、予算の一括要求等総合調整機能を維持
〇 これまで蓄積したノウハウを関係行政機関等と共有し活用する機能を追加
〇 岩手復興局・宮城復興局の位置を沿岸域に変更、福島復興局は引き続き福島市に設置

〇 復興特区法：規制・金融・税制の特例について、対象地域を重点化。復興交付金の廃止
〇 福島特措法：移住の促進や交流・関係人口の拡大。農地の利用集積や六次産業化施設の整備促進

福島イノベーション・コースト構想や風評被害等の課題に対応した税制措置等の検討

〇 当面５年間の事業規模を整理し、所要の財源を手当てすることで、必要な復旧・復興事業を確実に実施
〇 事業規模：（これまでの10年間）31兆円台前半 ＋（今後５年間）１兆円台半ば ＝ 32兆円台後半
〇 財源 ：（これまでの10年間）32兆円程度 ＋ 税収増の実績等 ＝ 32兆円台後半

⇒ 事業規模と財源は概ね見合うものと見込まれる(令和２年夏頃を目途に「復興財源フレーム」を示す)
〇 東日本大震災復興特別会計、震災復興特別交付税制度は継続

復興事業

財源等

⇒ 令和２年３月３日、通常国会に所要の法案を提出

令和元年12月20日
閣 議 決 定

〇 これまでに実施された復興施策の総括を行い、東日本大震災復興基本法第３条に基づき、復興・創生
期間後（令和３年度以降）における各分野の取組、復興を支える仕組み、組織等の方針を定める。

法制度

組織（復興庁設置法）
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令和３年度以降５年間の復興期間の名称について

当該期間の特徴、主な取り組み 名称

平成２３年度～
平成２７年度

一刻も早い復旧・復興を目指すため、復興需要が高まる当初の5年間
を集中復興期間と位置づけ

〇仮設住宅
○インフラ復旧、災害廃棄物の処理
〇面的除染、帰還促進、中間貯蔵施設の整備開始

集
中
復
興
期
間

平成２８年度～
令和２年度

被災地の自立につながり、地方創生のモデルとなるような復興を実現
していく観点から復興・創生期間と位置づけ

〇地震・津波被災地域
被災者支援、住まいの再建・復興まちづくり

〇原子力災害被災地域
避難指示の解除、特定復興再生拠点の整備など本格的な復興・再生へ

復
興
・
創
生
期
間

令和３年度～
令和７年度

〇地震・津波被災地域
心のケア等の被災者支援などの残された課題、復興事業がその役割を全う

 地方創生の施策等を活用し、持続可能で活力ある地域社会を創り上げる
〇原子力災害被災地域

避難指示の解除等を踏まえた本格的な復興・再生
 移住促進や、国際教育研究拠点の構築等の新たな施策への取組

残された復興の課題に取り組みつつ、地域ごとの発展を目指す観
点から、次期５年間の名称について検討 2



復興庁の体制

宮古支所岩手復興局（盛岡）

釜石支所

気仙沼支所

宮城復興局（仙台）

福島復興局（福島）
浪江支所

富岡支所

本庁（東京）

帰還環境整備センター

石巻支所

本庁（東京）※職員約２４０名

岩手復興局
（盛岡市）

※職員約５０名

宮城復興局
（仙台市）

※職員約１１０名

福島復興局
（福島市）

※職員約１１０名

復興推進会議（閣僚級会合）

復興推進委員会（有識者会合）

宮古支所

釜石支所

石巻支所

気仙沼支所

浪江支所

富岡支所

帰還環境整備センター

※ 職員数には非常勤職員等を含む。

復 興 庁 ※職員約５１０名
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復興局

支所

その他の機関
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青森

取引関係がある又は通勤圏である
ことにより、復興産業集積区域を設
定している市町村

指定事業者等が存在する市町村

雇用等被害地域を含む市町村
(福島県内全市町村を含む）

復興産業

集積区域

が存する

市町村数

うち雇用

等被害地

域を含む

市町村数

指定事業

者が存す

る市町村

数

青森県 4 4 3
岩手県 33 12 23
宮城県 34 15 34
福島県 59 59 48
茨城県 13 4 13
(参考)

合計
143 94 121

岩手

茨城宮城

福島

復興特区税制の対象となる市町村（令和元年12月末現在）



福島特措法の改正（営農再開の加速化関係）について
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（農林水産省資料）法改正の内容


